
参考:国土交通省成長戦略（平成 22 年 5 月 17 日）抜粋

住宅・都市分野の成長戦略についての基本認識 

  

 

 

日本の成長を実現する上で、まず国を挙げて喫緊に取り組むべきこと

は、アジア諸都市の台頭による日本の国際競争力の相対的低下への懸念

の中、国の成長を牽引するエンジンである世界都市東京をはじめとする

大都市について、国の主導により、大都市に関する戦略を明確にし、大

都市の再生や成長を促す従前の仕組みを更に発展させ、これまでの既成

の考え方にとらわれず規制緩和や金融措置などを講じることにより、民

間の資金・活力・アイディアを最大限に引き出して国際競争力を強化す

ることである。 

その結果、激化する国際都市間、特にアジア間競争に勝ち抜き、世界

中から人、モノ、金、情報を呼び込むアジアの拠点、世界のイノベーシ

ョンセンターとなることを目指す。 

 

Ⅰ．大都市イノベーション創出戦略 

 

 

 

次に、各地域の都市・まちにおいては、財政制約が厳しい中、公共事業

依存から脱却し、自発的・自立的に地域の個性と強みを活かして地域のポ

テンシャルを活性化させていく必要がある。また、財政制約に加え、人口

減少・高齢化、地球環境問題、社会資本の老朽化などの課題を克服するた

めには、ICT も活用しながら、サステナブルな都市・まち経営と人・環境

に優しい都市・まち空間を実現することも急務である。 

そのため、国として、やる気とアイディアを有する地域・都市・まちが、

民間の参画を促しつつ、例えば観光などとも連携した自発的・戦略的な地

域・まちづくりやインフラ施設の維持管理・リニューアルを行いやすくす

るための制度の構築や規制緩和、支援を行う。 

 

Ⅱ．地域ポテンシャル発現戦略 


